














ショック」期にあると議論されることがある（Aggarwal and Koo 2008）。「トリプル・ショッ




















































を合わせたものといえる（山本 , 2010, p. 375）。
　さらに重要なのは、伝統的安全保障問題と非伝統的安全保障問題とが交錯するケースが
見られるということである。例えば北朝鮮をめぐる問題には、韓国海軍哨戒艦「天安」沈























る。一方で、相手国との貿易総額を 1990 年と近年のもので比較すると、日露間（1990 年
当時はソ連）では、59 億米ドル（1990 年）から 121 億米ドル（2009 年）へと約２倍に拡
大４、日韓間では、292 億米ドル（1990 年）から 924 億米ドル（2010 年）へと約３倍に
３　SIPRI の国防費データベース（SIPRI Military Expenditure database）は
　http://www.sipri.org/databases/milex で閲覧可能（2012 年 2 月 3 日最終閲覧）。
４　過去最高の日露間の貿易総額を記録した 2008 年は 298 億ドル。貿易データは、外務省「日露経
済関係」（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/index_keizai.html）に基づく（2012 年 2 月 4
日最終閲覧）。
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での防衛協力が謳われたことに特徴がある（高橋, 2011, pp. 62-65）。
　2000 年代に入って、同盟機能の多角化とスポーク間のパートナーシップ強化による同
盟のネットワーク化が進んでいる。その例としては、日本＝インドの安全保障協力のため
の行動計画と対話強化の決定（2009 年 12 月）、日本＝オーストラリアの物品役務相互提
供協定（ACSA）の締結（2010 年５月）、日本＝フィリピンの戦略的パートナーシップ合











を中心的な母体として 1994 年に設立された ASEAN 地域フォーラム（ARF）、ASEAN
加盟国に日本・中国・韓国の３カ国を加えて協力態勢の構築を図るために 1997 年以降定
７　外務省「より深化し、拡大する日米同盟にむけて―50 年間のパートナーシップの基盤の上に
（仮訳）」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/hosho/pdfs/joint1106_01.pdf（2012 年 2 月 4 日最
終閲覧）。
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ベトナム・中国、1998 年に EU、2000 年にインド・パプアニューギニア・カンボジアが正式加盟した。
























題に着目した研究は、現在、「第三の波」を迎えているといえる。1960 年代から 1970 年
代の領土紛争研究の第一波は、リアリストによるビリヤード・ボール・モデルに基づき、
地理的近接性と国際紛争勃発の相関関係を分析した（Starr and Most, 1976）。引き続く「第
二の波」は、1980 年代から 1990 年代に展開された研究で、武力紛争への導火線として領















































































































イト http://www8.cao.go.jp/survey/index-gai.html で入手可能（2012 年 2 月 4 日最終閲覧）。














世論を喚起する手段としている。内閣府が全国 20 歳以上の男女 3,000 人（有効回答数 1,826





という回答者の 52.1% を下回っている。これは、参考として挙げられている 1969 年の調
査結果と比較しても分かるとおり、北方領土返還要求運動の認知度は過去 40 年間で下降
傾向にあるといえるだろう。さらに、北方領土返還要求運動への参加意欲に至っては、参
加意欲を表明したのが 34.5％、参加に対して消極的な回答者が約 60% に上っている。
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torikumi.htm（2012 年 2 月 4 日最終閲覧）。
12　2008 年には、９校 1,407 人の中高生が根室市納沙布岬の北方館を訪問。内閣府北方対策本部「返
還運動：最近の取り組み」http://www8.cao.go.jp/hoppo/henkan/05_2.html（2012 年 2 月 4 日最終
閲覧）。
13　2010 年度に「私たちと北方領土」作文コンクールを実施したのは、富山県（応募総数 639 編、参
加９校）、滋賀県（応募総数 603 編、参加 19 校）、京都府（応募総数 1979 編、参加校数不明）、兵
庫県（応募総数 848 編、参加校 10 校）、島根県（応募総数 256 編、参加校 6 校。「竹島・北方領土
問題を考える」）、福岡県（応募総数 455 編、県内全校 450 校を対象、参加実数は不明）。内閣府北
方対策本部「平成 22 年度　北方領土問題教育者会議に関する活動実績及び今後の活動方針等一覧」
http://www.hoppou.go.jp/gakusyu/kyouiku/22katudou.pdf（2012 年 2 月 4 日最終閲覧）。
14　1950 年に結成された「千島及び歯舞諸島返還懇請同盟」を前身とし、1963 年に「北方領土復帰
期成同盟」へと改称された。
15　北海道「北方領土返還のための取り組み事項」（前掲ウェブサイト、2012 年 2 月 4 日最終閲覧）。
16　同上。2011 年度には、6 月から 10 月にかけて、293 名の自由訪問が実現した。
17　同上。










に発せられた「東京宣言」（1993 年 10 月）での「法と正義の原則」、橋本龍太郎首相によ
る対露外交新三原則「信頼・相互利益・長期的視点」の提唱（1997 年７月）、「東京宣言」
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